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広島市立リハビリテーション病院等建物総合管理業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務の概要 

⑴ 業務名 

広島市立リハビリテーション病院等建物総合管理業務 

⑵ 目的 

空調冷暖房・電気設備等運転保守管理業務、建物清掃業務及び警備業務の３業務について、

業務間の横の連携を補強し、効果的・効率的な維持管理業務を行うとともに、あわせて利用者

サービスの向上等を図ることを目的とする。 

⑶ 広島市立リハビリテーション病院等の構成 

 広島市立リハビリテーション病院等(以下「病院等」という)の構成は次のとおりとする。 

   ・地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立リハビリテーション病院 

・地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立自立訓練施設 

・広島市健康福祉局障害福祉部身体障害者更生相談所 

 ⑷ 内容 

「広島市立リハビリテーション病院等建物総合管理業務基本仕様書」のとおり 

⑸ 契約期間 

契約締結の日から平成３３年３月３１日まで 

※ 契約締結の日から平成２９年３月３１日までの間を業務開始に向けた準備期間とし、そ

の際の費用については受託者の負担とする。 

⑹ 履行期間 

平成２９年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

⑺ 履行場所 

広島市安佐南区伴南一丁目３９番１号 

広島市立リハビリテーション病院等 

２ 病院等の概要 

⑴ 建物構造 

鉄骨鉄筋コンクリート（本館） 

⑵ 敷地面積 

３９，４０７．９２㎡ 

⑶ 延床面積 

１３，３６４．３３㎡ 

⑷ 配置及び階層等 

別図平面図及び立面図のとおり 

⑸ 地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立リハビリテーション病院 

 ア 診療科目（標榜診療科） １０科 

（常設）脳神経内科、整形外科、リハビリテーション科、脳神経外科、歯科 

（非常設）内科、皮膚科、眼科、耳鼻いんこう科、放射線科 

イ 外来診療時間 

土曜日、日曜日、祝日及び８月６日並びに１２月２９日から翌年１月３日までを除く毎日

午前９時から午後５時まで 

ウ 病床数 

１００床（一般病床：１００床） 

エ 入院患者及び外来患者延数（平成２７年度） 

入院患者延数：３５，１７８人、外来患者延数： ３，３６２人 
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⑹ 地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立自立訓練施設 

ア 実施業務及びその利用定員 

障害者総合支援法に基づく以下のサービス 

(ア) 自立訓練（機能訓練） ６０人（１０人程度の視覚障害者を含む。） 

(イ) 施設入所支援 ５０人（利用は(ア) 自立訓練（機能訓練）の利用者に限る。） 

(ウ) 短期入所 ５人 

イ 業務の実施日及び実施時間 

(ア) 自立訓練（機能訓練）  土曜日，日曜日，祝日及び８月６日並びに１２月２９日から

翌年１月３日までを除く毎日午前８時３０分から午後５時まで 

(イ) 施設入所支援  毎日午前０時から午後１２時まで 

(ウ) 短期入所  毎日午前０時から午後１２時まで 

⑺ 広島市健康福祉局障害福祉部身体障害者更生相談所 

 開所時間 

土曜日、日曜日、祝日及び８月６日並びに１２月２９日から翌年１月３日までを除く毎日午

前８時３０分から午後５時まで 

 

３ 委託経費の提案見積上限額 

⑴ ４年間（履行期間）の委託経費の上限額は、３２３,３２５,０００円（消費税及び地方消費

税相当額を除く。）とする。 

なお、提案見積上限額を超えた見積金額を提出した者は失格とする。 

⑵ 委託経費提案見積書に記載する提案見積金額は、１年度当たりの総額（消費税及び地方消費

税相当額を除く。）とする。 

 

４ 担当部署 

〒７３１－３１６８ 

広島市安佐南区伴南一丁目３９番１号 

広島市立リハビリテーション病院事務室（以下「事務室」という。） 

ＴＥＬ ０８２－８４９－２８０３ 

ＦＡＸ ０８２－８４９－２８０４ 

電子メール riha-hosp@hcho.jp 

 

５ 全体スケジュール 

・ 公示日       平成２８年１２月 １日（木） 

・ 現地見学会申込期限 平成２８年１２月 ９日（金）（希望者のみ） 

・ 参加申込期限    平成２８年１２月２２日（木） 

・ 質問受付期限    平成２８年１２月２２日（木） 

・ 企画提案書提出期限 平成２９年 １月１６日（月） 

・ プレゼンテーション 平成２９年 １月３０日（月） 

・ 契約締結      平成２９年 ２月上旬  (予定) 

・ 履行開始      平成２９年 ４月 １日（土） 

 

６ 参加申込み 

⑴ 提出書類 

ア 単体企業及び共同企業体共通の提出書類 

(ｱ) 参加表明書（様式１） 

(ｲ) 広島市税の納税証明書（写しでも可） 
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「平成○○年○月○○日(直近の証明可能な日)以前に納付すべき市税について、滞納の

税額がない。」旨の記載のある本市の納税証明書の原本又は写し(証明年月日が参加表明書

提出日から３か月前の日以降のものに限る。)。 

共同企業体の場合は、全ての構成員分を提出すること。 

(ｳ) 消費税及び地方消費税の納税証明書（写しでも可） 

「未納の税額がない。」旨の記載のある税務署の納税証明書(「その３」「その３の２」「そ

の３の３」のいずれか)の原本又は写し〔電子納税証明書は不可〕(証明年月日が参加表明

書提出日から３か月前の日以降のものに限る。)。 

共同企業体の場合は、全ての構成員分を提出すること。 

(ｴ) 会社概要（様式２） 

イ 共同企業体のみの提出書類 

共同企業体で参加する場合は、上記アの書類に次の書類もあわせて提出すること。 

(ｱ) 共同企業体登録申請書（様式 10） 

(ｲ) 委任状（様式 11） 

(ｳ) 共同企業体協定書（様式 12） 

なお、共同企業体は参加表明書の提出日までに成立していなければならないことに留意

すること。 

ウ 業務の一部を再委託する場合の提出書類 

(ｱ) 業務再委託申請書（様式 14） 

(ｲ) 誓約書（様式 15） 

⑵ 提出部数 

１部 

⑶ 申込期間 

公示日から平成２８年１２月２２日（木）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の午前

８時３０分から午後５時１５分まで 

⑷ 提出場所 

事務室（上記４に同じ。） 

⑸ 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合は、配達証明書付き書留郵便に限る。提出期限までに必着のこと。） 

⑹ 結果通知 

提出された参加表明書により資格確認審査を行い、参加資格確認結果通知書を送付する。 

 

７ 現地見学会 

参加表明書を提出した者を対象に建物及び設備等の現地見学会を行うので、見学希望者は次に

より見学申込書（様式３）を提出すること。 

⑴ 申込期間 

   平成２８年１２月９日（金）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで 

⑵ 受付場所 

事務室（上記４に同じ。） 

⑶ 提出方法 

次のいずれかの方法による。 

ア 持参（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の午前８時３０分から午後５時１５分まで。） 

イ 郵送（郵送の場合は、配達証明書付き書留郵便に限る。提出期限までに必着のこと。） 

ウ 電子メール（添付ファイルとして送信し、送信後に到達を電話確認すること。） 

⑷ 現地見学会実施日時等 
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希望者に別途連絡する。なお、当日は見学のみ行うこととし、質問がある場合は「８質問の

受付及び回答」により行うものとする。 

 

８ 質問の受付及び回答 

⑴ 質問書の様式 

様式４を使用すること。 

⑵ 受付期間 

公示日から平成２８年１２月２２日（木）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日の午前

８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ 受付場所 

事務室（上記４に同じ。） 

⑷ 提出方法 

質問書を、前記(3)へ電子メールの添付ファイルとして送信し、送信後に到達を電話確認す

ること。 

⑸ 質問に対する回答 

質問者に直接回答するほか、地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「病院機構」という。）

のホームページへ掲載する。 

 

９ 企画提案書の提出 

⑴ 提出書類 

企画提案書（様式５）に次の書類を添付し提出すること。提案者名(住所、商号・名称、代

表者職氏名)の記載及び押印は正本のみに行い、副本には提案者名の記載及び押印はしないこ

と。また、提案者名が類推できる表現は記載しないこと。 

ア 本委託業務執行に関する基本的な考え方について（様式６） 

イ 各業務の執行・管理体制に関する考え方について（様式７-１、様式７-２、様式７-３） 

ウ その他（病院職員との連携・協力体制について）（様式８） 

エ 委託経費提案見積書（様式９） 

※ 指定様式はＡ４判とする。 

⑵ 提出部数 

正本１部、副本９部 

⑶ 提出期間 

参加表明書等を提出した日から平成２９年１月１６日（月）までの土曜日、日曜日及び祝日

を除く毎日の午前８時３０分から午後５時１５分まで。 

⑷ 提出場所 

事務室（上記４に同じ。） 

⑸ 提出方法 

持参又は郵送（郵送の場合は、配達証明書付き書留郵便に限る。提出期限までに必着のこと。） 

 

10 審査方法 

⑴ 企画提案書の審査は、広島市立リハビリテーション病院等建物総合管理業務公募型プロポー

ザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）が行う。委員の職名は次のとおりである。 

 リハビリテーション病院病院長 

   リハビリテーション病院副院長 

   リハビリテーション病院事務長 

   自立訓練担当課長 

   リハビリテーション病院総看護師長 
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   本部事務局参事（事）施設整備課長 

   本部事務局契約課長 

⑵ プレゼンテーション日程等 

ア 日時 

平成２９年１月３０日（月）  

イ 場所 

広島市立リハビリテーション病院２階会議室 

ウ 次第 

・ 事務室からの説明 

・ 企画提案書による提案（１提案２０分以内） 

・ 質疑応答 

・ 提案者退場 

・ 審査 

エ その他 

プレゼンテーションの際に備品等（例 パソコン及びプロジェクター等）を使用するとき

は、事前に事務室に連絡し、提案者が準備すること。 

また、出席者の人数は３人以内とすること。 

⑶  審査基準 

別紙のとおり 

⑷ 受託候補者の選定 

ア 応募参加資格を満たしていない者、失格要件に該当する者及び提出書類に不備がある者の

いずれかに該当する場合は、プレゼンテーションによる審査の対象から除外する。 

なお、応募参加資格を満たした者が１者であったときは、プレゼンテーションによる審査

を実施しない場合がある。 

イ 審査委員会において、得点の総計が最も高い提案をしたものを受託候補者として選定する。 

ウ 得点の総計が最も高い提案をしたものが２者以上いる場合には、次の順序で受託候補者を

選定する。 

(ｱ) 各提案者の「企画提案に対する評価(委託経費の見積に係る評価点を除く。)」を比較し、

その評価点の高い者 

(ｲ) 上記(ｱ)の評価点が同点の場合は、くじにより決定する。 

 

11 審査結果の通知 

審査結果は、平成２９年２月上旬頃に、すべての提案者に参加表明書に記載された連絡先へ電

子メールにより通知する。 

 

12 契約の方法 

⑴ 契約の締結 

受託候補者は、広島市立リハビリテーション病院等建物総合管理業務に係る随意契約の優先

交渉権者とする。優先交渉権者との協議が整った場合は契約を締結する。 

なお、優先交渉権者との協議が不調となった場合は次点者を交渉権者とする。 

⑵ 契約締結日 

平成２９年２月上旬（予定） 

⑶ 履行開始 

平成２９年４月１日（土） 

⑷ 契約の条件 

別紙「委託契約書（案）」のとおり 
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※ 消費税及び地方消費税加算後の１年度当たりの委託契約金額の端数処理は、１円未満を

切り捨てるものとする。 

⑸ 契約保証金 

契約締結日までに、１年度の支払予定額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなけれ

ばならない。ただし、病院機構契約規程第２８条第１項第１号又は第３号に規定する契約保証

金の免除の要件に該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。詳細は、「契約保証金の納

付等について」を参照のこと。 

 

13 その他 

⑴ 本件に関して作成する書類等において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨とする。 

⑵ 必要な資格を有しない者及び企画提案書の提出に関する条件に違反した者が提出した企画

提案書は無効とする。 

⑶ 参加表明書及び企画提案書の作成、提出及びプレゼンテーションに要する費用は、提案者の

負担とする。 

⑷ 提出された参加表明書及び企画提案書等は返却しない。 

⑸ 参加表明書及び企画提案書は提出期限後においては、差替え、再提出ができない。参加表明

書及び企画提案書に虚偽の記載等の不正の行為があった場合は、失格等の措置を講ずることが

ある。 

⑹ 提出された参加表明書及び企画提案書に係る内容は、受託候補者選定の目的以外に提案者に

無断で使用しない。ただし、広島市情報公開条例（平成１３年広島市条例第６号）第７条に基

づく開示請求があったときは、法人等の競争上又は事業運営上の地位を害すると認められるも

の等不開示情報を除いて、開示請求者に開示する。 

⑺ 公募に参加しようとする者は、審査委員会の委員との間に利害関係がなく、本件の受託候補

者決定の公表までの間において、本件に関して、審査委員会に直接、間接を問わず、自らを有

利に、又は他者を不利にするように働きかけることを禁ずるものとし、この禁止事項に抵触し

たと認められる場合は、参加資格を失うことがある。 
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審 査 基 準 

審 査 項 目 審 査 要 素 配点 

１ 企業評価及び受注実績につ

いて（様式２） 

⑴ 会社の行動指針、倫理規定の整備状況及び会社の障

害者雇用率について 
35 

60 ⑵ ＩＳＯ認証(品質管理・環境保護・情報管理)等の取

得状況について 

⑶ 過去の業務の受注実績について 25 

２ 本委託業務執行に関する基

本的な考え方について（共通

事項） 

（様式６） 

⑴ 建物総合管理における総合的な業務執行体制等及び

業務の連携・効率化について 
30 

210 

⑵ 利用者等サービス向上のための取組について 30 

⑶ 配置予定の統括管理責任者について 30 

⑷ 全体的な業務従事者の確保状況、配置、欠員等にお

ける補充等に係る提案について 
30 

⑸ 業務従事者に対する教育・研修及び感染対策につい

て 
30 

⑹ 苦情、トラブルに対する対応及びその改善について 20 

⑺ 自主検査について 20 

⑻ その他の提案（危機管理等）について 20 

３ 各業務の執行・管理体制に関

する考え方について 

 
 

 

空調冷暖房・電気設備等

運転保守管理業務 

（様式７－１） 

⑴ 業務実施体制について 80 

180 

⑵ 諸設備の安全かつ効率的な運転管理及び非常時等に

おける措置について 
40 

⑶ 施設設備の修繕、修理、部品交換の対応、修繕等に

関するその他の提案について 
30 

⑷ 省エネルギー、コスト削減に対する提案について 30 

建物清掃業務 

（様式７－２） 
⑴ 業務実施体制について 80 

220 

⑵ 業務従事者の接遇を含む清掃品質の向上に向けた取

組について 
60 

⑶ 使用する清掃用具、運搬用具、ユニフォーム等に係

る提案について 
30 

⑷ 仕様書を補完する清掃方法の提案について 50 

警備業務 

（様式７－３） 
⑴ 業務実施体制について 40 

150 
⑵ 駐車場を含む病院等施設における不審者、迷惑行為、

トラブル等への対応等について 
40 

⑶ 安全・安心な病院施設警備の提案について 70 

４ その他（様式８） ⑴ 病院等職員との連携・協力体制について 30 30 

５ 
提案見積金額について 

（様式９） 
⑴ 見積価格の経済性（最低見積提示価格との比較） 400 400 

合 計 1,250 

別添１ 
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